
CC1：自己資本の構成に関する開示　（三菱UFJフィナンシャル・グループ） （単位：百万円、％）

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目

普通株式に係る株主資本の額 17,490,325 16,780,921

うち、資本金及び資本剰余金の額 2,141,513 2,141,513

うち、利益剰余金の額 16,382,796 16,150,394

うち、自己株式の額（△） 1,033,983 934,137

うち、社外流出予定額（△） - 576,848

うち、上記以外に該当するものの額 - -

普通株式に係る株式引受権及び新株予約権の合計額 - -

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 5,208,822 4,916,171 (a)
普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 284,867 270,252
普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額 （イ） 22,984,016 21,967,345

普通株式等Tier1 資本に係る調整項目

2,601,665 2,185,856

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 1,547,433 1,148,218

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るも
の以外のものの額

1,054,231 1,037,637

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 4,046 3,693

繰延ヘッジ損益の額 △ 1,425,711 △ 1,295,711

適格引当金不足額 - -

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 13,366 15,535

48,035 46,771

退職給付に係る資産の額 1,837,246 1,812,249

18,284 27,362

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 - -

少数出資金融機関等の普通株式の額 - -

特定項目に係る十パーセント基準超過額 3,438,175 3,666,383

うち、その他金融機関等に係る対象資本等調達手段のうち
普通株式に相当するものに関連するものの額

3,438,175 3,666,383

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係
るものに限る。）に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連
するものの額

- -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 246,731 502,945

うち、その他金融機関等に係る対象資本等調達手段のうち
普通株式に相当するものに関連するものの額

183,287 350,208

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係
るものに限る。）に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連
するものの額

63,443 152,737

その他Tier1 資本不足額 - -
普通株式等Tier1 資本に係る調整項目の額 （ロ） 6,781,840 6,965,086

普通株式等Tier1 資本
普通株式等Tier1 資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 16,202,176 15,002,259
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その他Tier1 資本に係る基礎項目
31a その他Tier1 資本調達手段に係る株主資本の額 - -

31b - -

32 その他Tier1 資本調達手段に係る負債の額 3,143,182 2,788,790
- -

その他Tier1 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 252,162 257,088
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額 （ニ） 3,395,345 3,045,878

その他Tier1 資本に係る調整項目
自己保有その他Tier1 資本調達手段の額 41,654 21,635

- -

少数出資金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 - -
その他金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 42,485 42,485
Tier2 資本不足額 - -
その他Tier1 資本に係る調整項目の額 （ホ） 84,139 64,120

その他Tier1 資本
その他Tier1 資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 3,311,205 2,981,757

Tier1 資本
Tier1 資本の額（（ハ）＋（ヘ）) （ト） 19,513,382 17,984,016

Tier2 資本に係る基礎項目
Tier2 資本調達手段に係る株主資本の額 - -
Tier2 資本調達手段に係る株式引受権及び新株予約権の合計額 - -
Tier2 資本調達手段に係る負債の額 1,618,175 1,674,241
特別目的会社等の発行するTier2 資本調達手段の額 - -
Tier2 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 125,445 123,364

577,570 515,073

うち、一般貸倒引当金Tier2 算入額 421,162 411,832
うち、適格引当金Tier2 算入額 156,408 103,241

Tier2 資本に係る基礎項目の額 （チ） 2,321,191 2,312,678
Tier2 資本に係る調整項目

自己保有Tier2 資本調達手段の額 8,308 8,956

- -

- -

- -

13,756 14,133

Tier2 資本に係る調整項目の額 （リ） 22,065 23,090

意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1 資本調達
手段の額

39

30
その他Tier1 資本調達手段に係る株式引受権及び新株予約権の
合計額

特別目的会社等の発行するその他Tier1 資本調達手段の額

46

34
36

37

38

40
42
43

44

45

54a
少数出資金融機関等のその他外部TLAC 関連調達手段のうち、

マーケット・メイク目的保有TLAC に該当しなくなったものの額

48

50
一般貸倒引当金Tier2 算入額及び適格引当金Tier2 算入額の合
計額

50a
50b
51

52

53
意図的に保有している他の金融機関等のTier2 資本調達手段及

びその他外部TLAC 関連調達手段の額

54
少数出資金融機関等のTier2 資本調達手段及びその他外部

TLAC 関連調達手段の額

55
その他金融機関等のTier2 資本調達手段及びその他外部TLAC
関連調達手段の額

57
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Tier2 資本
Tier2 資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ） 2,299,126 2,289,588

総自己資本
総自己資本の額（（ト）＋（ヌ）） （ル） 21,812,508 20,273,605

リスク・アセット
リスク・アセットの額 （ヲ） 125,020,709 120,281,761

連結自己資本比率及び資本バッファー
連結普通株式等Tier1 比率（（ハ）／（ヲ）） 12.95% 12.47%
連結Tier1 比率（（ト）／（ヲ）） 15.60% 14.95%

連結総自己資本比率（（ル）／（ヲ）） 17.44% 16.85%

最低連結資本バッファー比率 4.19% 4.18%

うち、資本保全バッファー比率 2.50% 2.50%

うち、カウンター・シクリカル・バッファー比率 0.19% 0.18%
うち、G-SIB/D-SIB バッファー比率 1.50% 1.50%

連結資本バッファー比率 8.45% 7.97%

調整項目に係る参考事項

1,590,279 1,559,696

1,805,569 1,567,135

- -

624,980 683,480

Tier2 資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項

一般貸倒引当金の額 467,651 453,294
一般貸倒引当金に係るTier2 資本算入上限額 421,162 411,832

156,408 103,241

適格引当金に係るTier2 資本算入上限額 447,821 426,233

66

58

59

60

61
62
63
64
65

67
68

72
少数出資金融機関等の対象資本等調達手段に係る調整項目不
算入額

73
その他金融機関等に係る対象資本等調達手段のうち普通株式に
係る調整項目不算入額

78

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業法
人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポージャーの
期待損失額の合計額を控除した額（当該額が零を下回る場合に
あっては、零とする。）

79

74
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限
る。）に係る調整項目不算入額

75
繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目不
算入額

76
77
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